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○東広島市移住支援金交付要綱 

令和3年8月31日 

告示第341号 

(趣旨) 

第1条 この告示は、本市への移住及び定住の促進並びに中小企業等における人手不足

の解消を図るため、東広島市移住支援金(以下「支援金」という。)を交付すること

に関し、広島県移住・マッチング支援事業実施要領(令和3年6月1日制定。第3条第1

項において「県要領」という。)及び東広島市補助金等交付規則(平成24年東広島市

規則第4号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(一部改正〔令和5年告示162号〕) 

(定義) 

第2条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 東京圏 埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県をいう。 

(2) 条件不利地域 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法(令和3年法律

第19号)、山村振興法(昭和40年法律第64号)、離島振興法(昭和28年法律第72号)、

半島振興法(昭和60年法律第63号)又は小笠原諸島振興開発特別措置法(昭和44年

法律第79号)の適用を受ける区域を含む市町村(地方自治法(昭和22年法律第67号)

第252条の19第1項に規定する指定都市を除く。)をいう。 

(支援金の交付) 

第3条 市は、この告示の定めるところにより、令和3年9月1日以後に住民基本台帳法

(昭和42年法律第81号)第22条第1項の規定による届出(第1号アにおいて「転入届」と

いう。)を本市に提出した者であって、次に掲げる要件に該当するもの(以下「対象

移住者」という。)に対し、その申請により、予算の範囲内で、支援金を交付するも

のとする。 

(1) 次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

ア 転入日(転入届により本市に届け出た転入をした年月日をいう。以下同じ。)前

10年間において、東京都の特別区の区域内に住所を有した期間又は東京圏のう
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ちの条件不利地域以外の地域(東京都の特別区の区域内を除く。イ及び第5条に

おいて同じ。)に住所を有し、かつ、東京都の特別区の区域内に通勤(被用者(公

務員を除く。)としての通勤の場合にあっては、雇用保険の被保険者として雇用

されて行う通勤に限る。イ(イ)及び第5条第4号において同じ。)をした期間が通

算して5年以上であること。 

イ 次に掲げる要件のいずれかに該当すること。 

(ア) 転入日の前日において東京都の特別区の区域内に住所を有した期間が連続

して1年以上であること。 

(イ) 転入日前1年3月間において、東京圏のうちの条件不利地域以外の地域に住

所を有し、かつ、東京都の特別区の区域内に通勤をした期間が連続して1年以

上であること。 

ウ 転入日から第5条の規定による申請を行った日(以下「申請日」という。)まで

の期間が、3月以上1年以内であること。 

エ 申請日から起算して5年以上、継続して本市に居住する意思を有していること。 

オ 次のいずれかに該当する者であること。 

(ア) 日本の国籍を有する者 

(イ) 出入国管理及び難民認定法(昭和26年政令第319号)別表第2の上欄に掲げる

在留資格をもって在留する者 

(ウ) 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法(平成3年法律第71号)に定める特別永住者 

(2) 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 東広島市暴力団排除条例(平成23年東広島市条例第16号)第2条第2号に規定す

る暴力団員又は同条第3号に規定する暴力団員等に該当する者 

イ 本人又はその属する世帯の世帯員に本市の市税(その延滞金を含む。)の滞納が

ある者 

ウ この告示の規定による支援金の交付を受けたことがある者 

エ アからウまでに掲げるもののほか、支援金を交付することが適当でないと認め

られる者 
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(3) 法人(個人であって、事業を営むものを含む。以下この号及び次号において同じ。)

であって、次の要件を満たすもの(以下「対象法人」という。)との間で1週間の所

定労働時間が20時間以上で、かつ、期間の定めのない労働契約を締結し、当該労

働契約に基づき、申請日において連続して3月以上、本市の区域内に所在する勤務

地で勤務していること。 

ア 県要領第5の2(1)①の要件を満たす者として、広島県が支援金の対象となる法

人として登録した法人であること。 

イ 3親等以内の親族が役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等

以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)を務めている法人でないこ

と。 

(4) 対象法人の求人に関する情報がマッチングサイト(県要領に基づき、広島県が支

援金の対象となる法人の求人に関する情報の収集及び提供を行うために開設し、

運営を行うウェブサイトをいう。)に掲載された日以後に当該求人に対して応募を

し、新たに雇用された者であること。 

(5) 対象法人に申請日から起算して5年以上、継続して勤務する意思を有しているこ

と。 

2 前項に規定するもののほか、同項第1号及び第2号に掲げる要件に該当し、広島県が

実施する起業支援事業に係る補助金(起業支援金(起業等に必要な経費の一部の資金

をいう。)を当該補助金の交付の対象となる経費とするものに限る。第5条第6号及び

第8条第1号キにおいて「補助金」という。)の交付の決定を受けた日から起算して1

年以内である者については、前項に規定する対象移住者とすることができる。 

(一部改正〔令和5年告示162号〕) 

(支援金の額) 

第4条 支援金の額は、60万円(対象移住者の属する世帯に次に掲げる要件のいずれも

満たす者(対象移住者を除く。次項及び次条第1号において「対象世帯員」という。)

が1人以上いる場合にあっては、100万円)とする。 
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(1) 転入日の前日において対象移住者と同一の世帯に属していたこと。 

(2) 申請日において対象移住者と同一の世帯に属していること。 

2 前項に規定する場合において、申請日の属する年度の前年度の3月31日における当

該対象世帯員の年齢が18歳未満であるときは、当該世帯員1人につき100万円を加算

する。ただし、当該世帯員が対象移住者の配偶者に該当する場合は、加算しない。 

(一部改正〔令和5年告示162号〕) 

(交付の申請) 

第5条 支援金の交付を受けようとする対象移住者は、東広島市移住支援金交付申請書

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 転入日前の住所地における対象移住者(対象移住者の属する世帯に対象世帯員が

1人以上いる場合にあっては、当該対象世帯員及び対象移住者。次号において同

じ。)に係る住民基本台帳法第15条の4第1項に規定する除票の写し 

(2) 転入日以後の住所地における対象移住者に係る住民票の写し 

(3) 戸籍の附票の写しその他の対象移住者が東京都の特別区の区域内又は東京圏の

うちの条件不利地域以外の地域に住所を有した期間を確認することができる書類 

(4) 東京都の特別区の区域内への通勤をしたことを確認することができる書類(対象

移住者が東京圏のうちの条件不利地域以外の地域に住所を有した場合に限る。) 

(5) 勤務先の対象法人が発行した就業証明書(対象移住者が対象法人に勤務する場合

に限る。) 

(6) 補助金の交付決定通知書の写し 

(7) 同意書 

(8) 誓約書 

(9) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(一部改正〔令和5年告示162号〕) 

(交付の決定) 

第6条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、支援金を交付する旨を

決定したときは東広島市移住支援金交付決定通知書により、交付しない旨を決定し

たときは東広島市移住支援金不交付決定通知書により、それぞれその旨を、申請者
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に通知するものとする。 

2 市長は、前項の規定による支援金の交付の決定(次条第1項及び第8条において「交

付決定」という。)をする場合は、支援金の交付の目的を達成するために必要な条件

を付することができる。 

(報告及び是正措置) 

第7条 交付決定を受けた者(以下この条及び次条において「交付決定者」という。)は、

交付決定を受けた日から起算して5年を経過する日又は同条に規定する支援金の返

還を命じられた日までの間、1年に1回、住所及び勤務先並びに第3条第1項に規定す

る要件の確認に必要な事項を、市長が別に定める日までに、東広島市移住支援金状

況報告書により市長に報告しなければならない。 

2 交付決定者は、前項の規定にかかわらず、住所及び勤務先並びに同項の事項に変更

が生じたときは、速やかに、東広島市移住支援金状況報告書により市長に報告しな

ければならない。 

3 市長は、支援金の交付の遂行に関し必要があると認めるときは、第5条の規定によ

る申請を行った者に対して必要な報告を求め、又はこれに適合させるための措置を

求めることができる。 

(一部改正〔令和5年告示162号〕) 

(支援金の返還) 

第8条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、当

該交付決定者に対し、期限を定めて、当該各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各

号に定める額に相当する額の支援金の返還を命ずることができる。ただし、勤務先

の対象法人の倒産、災害、病気等やむを得ない事情があるものとして、市長が認め

た場合は、この限りでない。 

(1) 次のいずれかに該当する場合 交付決定に係る支援金の全額 

ア 偽り又は不正な手段により支援金の交付決定を受けたとき。 

イ 前条第1項又は第2項の規定による報告を行わなかったとき。 

ウ 前条第3項の規定による求めに応じなかったとき。 

エ 申請日から起算して3年を経過する日より前に本市の区域外へ住所を移したと
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き。 

オ 申請日から起算して1年以内に対象法人を退職したとき。 

カ 申請日から起算して1年以内に本市の区域外に所在する勤務地に転勤となった

とき。 

キ 補助金の交付の決定が取り消されたとき。 

(2) 申請日から起算して3年以上5年以内に本市の区域外へ住所を移した場合 交付

決定に係る支援金の半額 

(一部改正〔令和5年告示162号〕) 

(雑則) 

第9条 この告示に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

この告示は、令和3年9月1日から施行する。 

附 則(令和5年3月31日告示第162号) 

1 この告示は、令和5年4月1日から施行する。 

2 改正後の東広島市移住支援金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以後に本市に

転入する者について適用し、同日前に本市に転入した者については、なお従前の例

による。 

 


